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世界的に I T化が進行する中で、東

アジア諸国・グループ（N I E S、

ASEANおよび中国）は I T関連財の

世界的な供給者としての地位を確立し

た。そして、東アジア地域諸国は I T

化の最先端にあった米国の旺盛な需要

に効果的に対応した。だからこそ、東

アジア経済は、長期低迷に苦しむ世界

第 2 の経済大国である日本をアテに

しなくても、アジア通貨危機が発生す

る 1997 年までの約 10 年間にわたる

高成長の維持やアジア通貨危機の打撃

から急速な景気回復ができたのであ

る。それどころか、米国向け輸出で景

気回復を果たした東アジア地域諸国

は、日本からの輸入を増加させ、日本

の景気に寄与した。かつては米国の景

気回復があると、まず日本の輸出が拡

大し、その後東アジア地域に波及した

ものであった。今やそうした構造が

全く逆転してしまった。これをもた

らした理由は対日依存度の低下・対

米依存度の上昇につきる。

具体的には 3 つある。第 1 に、

1985年プラザ合意での円高ドル安へ

の為替レート調整を機に、日本製造業

企業が大量かつ継続的に生産拠点を東

アジア地域にシフトする過程で、

1990年以降、同地域の対米輸出規模

が日本のそれを大きく上回ったこと。

第 2 はそれと表裏一体に、米国が東

アジア地域から特に機械機器、I T財

など集約度（資本、技術）の高い財ほ

ど輸入依存を強めたからである。第 3

は東アジア地域が米国向けで機械機器

や I T財の輸出比率を高めるにともな

い、日本がそのために必要な部品など

の供給者になっていったことである。

以下、逆転のメカニズムをデータ的に

検証を試みる。
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日本・東アジア地域間貿易の非対

称性

表 1 は日本、米国および東アジア

地域間の貿易構造変化の推移をみたも

ので、次の変化を指摘しうる。

(1) 日本にとって東アジア地域のシェ

アは輸出入とも 1970 年以降上昇

している。2001年東アジア地域の

シェアはともに 40 ％以上で、い

ずれも過去最高である。

(2) 日本と東アジア地域間貿易では、

景気循環的要因で若干の上下変動

をみせるものの、非対称な動きが

進行している。東アジア諸国の対

日貿易依存度の低下である。

(3) こうした構造変化に直接・間接に影

響を及ぼしているのが米国である。

米国の輸出に占める東アジア地域の

シェアは趨勢的に高まっている。東

アジア地域は世界の経済大国日米両

国の輸出を吸収する「磁場」となり

つつある。米国の輸入に占める東ア

ジア地域のシェアは 1970 年の

8.5％に比べ 1990年には 19.2％と

2倍以上になり、その後も 20％前

後の水準で推移している。

一方、東アジア地域からみると次の

ような変化が進行している。

(4) 東アジア諸国の日本と米国に対す

るシェアは両国いずれに対しても

傾向的に低下している。東アジア

諸国の米国に対するシェアは、日

本に対すると同様、輸出入とも傾

向的に低下している。
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（資料）①『外国貿易概況』、輸入は CIF
ベース、② IMF/DOTより作成
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表 1  日米の東アジア諸国との貿易構造
（単位：％）
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(5) 日本への輸出シェアは米国向けを

はるかに上回るペースで低下し、

1990年代以降は対米輸出シェアの

約半分となった。

(6) 日本からの輸入シェアは一環して

米国のそれを上回っている。

日本の東アジアへの浸透メカニ

ズム

1985年 9月のプラザ合意での円高

ドル安への為替レート調整を機に、日

本製造業企業はアジア地域に大量の生

産拠点をシフトさせた。これに伴い日

本企業は「投資が誘発する輸出」と

「逆輸入」を増加させるようになる。

両者は表裏一体で進行した。その実態

を表 2 と 3 より、日本の東アジアへ

の浸透の観点から分析する。

(1) 総輸出に占める投資誘発輸出

（「仕入額」）の比率はほぼ上昇傾

向にある。

17.019.823.718.318.712.716.7ヨーロッパ
37.439.036.326.924.119.323.8アジア
39.637.235.848.551.066.752.4北米
100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0全地域

調達額の
地域構成

35.138.743.942.739.644.250.1ヨーロッパ
40.041.841.938.438.541.248.4アジア
38.238.435.146.750.250.865.6北米
38.139.339.143.244.547.756.2全地域

調達比率

26.627.925.317.814.518.512.8対総輸出比率
13,25312,49410,3627,3935,9137,0864,320仕入額
4.74.33.64.65.03.52.5ヨーロッパ
84.283.781.072.168.563.065.2アジア
8.29.311.118.221.524.427.0北米
100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0全地域

逆輸入の
地域構成

2.62.01.41.61.31.51.2ヨーロッパ
25.220.918.514.512.016.416.4アジア
2.12.22.12.72.62.74.9北米
10.49.07.76.45.26.07.5全地域

逆輸入比率

14.311.29.15.94.24.64.5対総輸入比率
4,4214,0532,6651,5571,3081,293793逆輸入額
1997199619951991199019891986

表 2 日本の「逆輸入」との本からの「仕入額」の推移
（単位： 10 億円、％）

（資料）経済産業省『我が国企業の海外事業活動（第 29 回）』より作成

東アジアにおいて低下する日本のプレゼンス
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表 3   日本の「逆輸入」と日本からの「仕入額」の推移

（注）上段が「逆輸入」、下段が「仕入額」
（資料）前表に同じ

100.020.744.810.011.17.128.7製造業計
100.011.662.46.79.15.122.1その他
100.017.121.36.613.436.257.6精密機械
100.023.444.86.55.62.316.6輸送機械
100.019.146.712.515.77.535.2電気機械
100.028.153.74.13.87.515.2一般機械
100.03.020.733.718.327.676.3非鉄金属
100.02.19.433.622.611.369.6鉄鋼
100.029.839.59.217.55.329.8化学
100.014.61.417.111.959.283.2繊維
100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0製造業計
4.92.76.83.34.03.53.8その他
2.31.91.11.62.811.94.7精密機械
33.137.433.121.516.710.619.2輸送機械
41.938.643.752.759.444.351.5電気機械
9.412.811.23.93.29.85.0一般機械
0.60.10.32.11.02.41.7非鉄金属
2.80.30.69.55.74.56.8鉄鋼
3.65.33.23.45.72.73.8化学
1.20.90.02.11.310.33.6繊維

全世界ヨーロッパ北米ASEANNIES中国アジア

100.06.29.137.918.124.481.4製造業計
100.05.514.742.314.419.176.2その他
100.03.87.113.019.954.087.6精密機械
100.02.120.255.16.37.472.4輸送機械
100.05.76.144.522.918.086.7電気機械
100.016.45.016.58.452.478.1一般機械
100.06.220.622.86.47.436.6非鉄金属
100.00.02.019.139.013.069.2鉄鋼
100.09.430.718.520.210.948.9化学
100.02.20.018.57.274.895.6繊維
100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0製造業計
6.15.49.96.84.94.85.7その他
5.83.64.52.06.412.86.2精密機械
9.33.120.813.63.32.88.3輸送機械
57.452.738.967.472.742.461.2電気機械
9.324.55.14.04.320.09.0一般機械
2.82.76.31.71.00.81.2非鉄金属
0.40.00.10.20.90.20.4鉄鋼
4.26.314.22.04.71.92.5化学
4.61.70.02.31.914.25.5繊維

全世界ヨーロッパ北米ASEANNIES中国アジア
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(2) 各地域の日本からの輸入という調達

比率は低下傾向にある。これは現地

調達比率が高まったためである。

(3) 地域構成はアジアと北米がともに

3分の 1以上を占める。1998年度

（表 3）には総輸出に占める割合は

25.3 ％となる。地域別構成では、

北米は 44.8% に上昇したのに対

し、アジアが 28.7%に低下してい

る。業種別地域構成では、アジア

は繊維を筆頭に鉄鋼、非鉄金属、

精密機械が 50%以上を占める。米

国は一般、電気、輸送の各機械、

化学、その他で第 1位である。地

域別業種構成では、アジア、北米

およびヨーロッパの 3地域とも電

機が第 1位である。

(4) 日本の投資誘発輸出のうち機械４

業種（一般、電気、輸送および精

密）の割合が圧倒的に大きく、北

米 89.1%、アジア 80.4%、ヨーロ

ッパ 90.7% である。機種別では、

3 地域とも電機が第 1 位、第 2 位

が輸送機器である。

(5) 機械機器に占める部品比率が機種

や地域に関係なく高く、特に東ア

ジア地域向けでは最も高く、

ASEAN 向け電気機械はほぼ全量

部品である。

(6) 直接投資によって誘発された製品

の「逆輸入」を急増させている日

本とアジア（主に東アジア地域）

間の貿易構造変化である、工業品

ないし製品を相互取引の主流とす

る水平分業の内実は、電機機械を

中軸に日本が部品を輸出し、アジ

アがそれを現地で組み立て、それを

日本に輸出する（日本の「逆輸入」）

ことを基本的構図としている。

(7) その構図は、世界的な I T 化に乗

って東アジア地域が I T 関連製品

の世界的な生産・輸出基地の地位

を確立したことによって一段と強

化した。東アジア諸国・グループ

の日本からの機械機器輸入（日本

の輸出）のうち I T 関連製品の機

種別割合は電気機器の 80.1%を筆

頭に、一般機械 24.1%、精密機械

41.2%である。I T関連製品の機種

別構成は電気 74.8%、一般 15.5%、

精密 9.7% である（2000 年）。日

本の東アジア地域との IT関連製品

取引のうち完成品比率は、輸出で

1997年の 26.2%から 2000年には

22.2%に低下したのに対し、輸入

では 40%と上回っている（残りは

部品である）。

特に機械貿易において、日本のアジ

東アジアにおいて低下する日本のプレゼンス
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ア向け投資誘発輸出と日本のアジアか

らの「逆輸入」の特徴を整理すれば、

次のようになる。

(1) 業種ではともに電気機械が最大で

（50％以上）、第 2位の輸送機器を

大きく上回る。

(2) 機械４業種（一般、電気、輸送、

精密）の輸出で部品比率が上昇し

ている。東アジア向け全体で 1990

年の 5 0 . 7 ％から 2 0 0 1 年には

64.1％となった。特に ASEAN向

け電気機器ではほぼ全量部品であ

る と い っ て も 過 言 で は な い

（91.3％、2001年）。

(3) 「逆輸入」では、部品比率は 1990

年の 61.7％をピークにその 55％

前後と安定的に推移している。

(4) アジア地域の日本からの調達比率

は 1990年以降約 40％と安定して

いる。

(5) 前 2 項目はアジア地域で現地部品

調達率と製品比率がともに高まって

いることを反映したものであろう。

(6) 製品の一部は「逆輸入」として日

本が引き取っている。さらに、東

アジア域内向け輸出も増えている。

(7) 同一グループ内取引比率はいずれ

も 80％以上である。

以上の変化は、1980年以来の円高

ドル安為替レート調整を機に、日本製

造業企業が東アジア怒涛のごとく生産

拠点をシフトさせた以降に生じた。特

に部品輸出比率の上昇は対東アジア地

域直接投資が産業分野の機械比率を高

めるのと並行している。それは進出先に

おいて部品生産地場企業がほとんど皆無

であったためである。一般に、機械は部

品点数が多く生産工程は長距離化する。

部品輸出比率が高まることは、輸出国

側からみるとその国の投入構造の輸出

である。当時の日本と東アジア諸国・

グループの産業構造の違いと両者の経

済関係からすると、日本の産業と輸出

構造高度化とその変化を反映した東ア

ジア地域への一方的輸出であった。

一方、東アジア諸国・グループ側か

らみると、それは日本経済に自らビル

トインする過程であり、その過程は日

本経済の構造変化を導入して自国経済

の工業化と近代化を目指すテコであ

る。この努力は東アジア諸国・グルー

プの工業化の進展と日本向け製品輸出

の増加に象徴される。日本の製品輸入

の増加である。日本が製品輸入を増加

させることは逆に、東アジア諸国・グ

ループの産業と輸出構造高度化やその

変化を日本が導入することである。進

出日本企業が日本向けに現地で生産し
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輸出するという「逆輸入」というチャ

ネルによって、日本の構造変化は一段

と加速される。これらはまさに日本を

含めた投入産出構造の国際的展開であ

る（注 1）。こうした構造変化が日本の

対東アジア貿易において輸出入シェア

の上昇をもたらしたのである。

1990年代の日本経済は「失われた

10 年」を余儀なくされ、この間日本

経済は国内的には自ら構造変化を推進

することに失敗した。外部からは、特

に東アジア諸国・グループからの製品

輸入の増加という構造変化を一方的に

導入している。現在日本が置かれてい

る立場は、内外 2 つの構造変化に直

面して立ち往生し苦しんでいるという

構図である。

強まる輸出圧力

日本は直接投資に誘発された貿易を

通じて東アジア地域経済との経済的一

体を深めていくかのようにみえた。世

界的な産業の I T化が進み、機械機器

が I T財としての特性を帯びるにつれ

て、これが世界有数の機械機器生産基

地となった東アジア地域において別の

構造変化を誘発し、対日貿易関係を大

きく変貌させるようになる。東アジア

地域にとって対日輸出入シェアの低下

である。そのメカニズムは次の通りで

ある。

(1) I T関連製品域内貿易の構成におい

て、日本のシェアは 1997 年から

2 0 0 0 年にかけてそれぞれ約

22％、約 17％と変化していない。

(2) 域内で最大のシェアを占めている

のが NIE S で、輸出で 1997 年の

48.7 ％から 2000 年には 49.0 ％

へ、輸入では 50.1 ％から 50.3 ％

へといずれも上昇した。NIE S は

完成品と電子部品輸出シェアはい

ずれも 50％以上である。

(3) 域内貿易でこうした内部構成変化

を遂げつつも、それ以上に変化を

みせたのが域内貿易比率である。

表 4は日本を含む場合と除外した

場合の、1997年から 2000年にか

けての東アジア域内貿易比率の変

72.858.152.447.12000
69.554.147.143.41997

部品

67.737.956.032.42000
64.036.950.132.61997

完成品

71.149.953.541.22000
67.646.848.138.81997

IT 計

輸入輸出輸入輸出
日本を含む日本を除外

年次品目分類

表 4   東アジアの域内貿易比率
（単位：％）

東アジアにおいて低下する日本のプレゼンス
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化をみたもので、次の特徴を指摘

し得る。①いずれの場合も、域内

比率は上昇した（日本を除外した

完成品の輸出を除き）。②域内比率

はいずれも輸出より輸入のほうが

高い。③いずれも完成品の域内輸

出比率が最も低い。域内輸入比率

は特に日本を含む場合最も高くな

る。④以上の構造は日本が含まれ

ない場合でも含まれる場合でも基

本的に全く変わらない。

つまり、東アジア地域の I T関連製

品貿易に関する域内貿易構造の最大の

特徴は、輸出比率が輸入のそれよりも

低く、そのうち完成品では一層低いと

いうことである。東アジア地域（日本

を除く）の完成品の域内輸出比率は、

1997年の 32.6％、2000年の 32.4％

とほぼ変わらない。また日本を含む東

アジア域内貿易比率は大きく高まるも

のの、域内輸出比率の上昇が小幅にと

どまるのは、東アジアの供給を域内で

吸収できないからである。この帰結は

明らかである。それは域外向け輸出圧

力が極めて高いということである。部

品の域内比率は、日本を除いても含め

た場合でも、輸出入とも高まるものの

しかも輸出のほうが低いという構造に

変わりない。部品でも一層輸出圧力が

強いということを意味する。

米国の役割

東アジア諸国・グループの輸出圧力

を吸収したのが米国である。既に指摘

したように機械機器、そのうち一般機

械、電気機械、精密機械、さらにこれ

らのうち I T関連製品でも日本向けを

大きく上回る。再び IT関連製品を例

に対米輸出構造を検証してみよう。東

アジア諸国・グループの米国向け I T

輸出に関し、完成品比率は 1997年の

45.6 ％から 2000 年には 44.3 ％に、

さらに完成品輸出の米国向け比率は

29.0％から 28.3％へと、ともにやや

低下した。それでも一国ベースでは最

大の I T関連製品輸出先であることに

は変わりない。1997 年から 2000 年

にかけて東アジア諸国・グループの対

米輸出シェア低下分の一部を日本が吸

収したものの、その他はそれ以外の諸

国が引き受けたということである。つ

まり輸出先の多角化である。これは世

界的な I T化の進展で一層進むであろ

う。東アジア諸国の輸出先シェアとし

て、日本のシェアが一層低下するとい

うことである。先に指摘したように長

期的に東アジア地域の対日輸出シェア
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が低下しているのは、これを反映した

ものであろう。これは同時に対米依存

にも反映されている。しかし日米輸出

に対する相対的依存低下のペースは日

本の方が大きい。

I T関連製品輸出と同様な動きをみ

せたもうひとつの例がある。世界のハ

イテク財生産における日本のシェアは

1985年から 1997年まで約 22%と米

国の 30%台に次ぐが、世界のハイテ

ク輸出に占めるシェアはピークを画し

た 1985年の 18.5%から 1997年には

9.1%と半減した。これに対して東ア

ジア諸国（NIESと中国のみ）のシェ

アは 1980 年の 9.0%から 1997 年に

は 25.3%にも達した。東アジア諸国

がハイテク財輸出で最もシェアを拡大

したのが、ハイテク財生産で 70

～ 90 ％を占める通信機器であ

る。世界の通信機器輸出に占め

る東アジア諸国のシェアは、

1980 年の 16.9% から 1997 年

には実に 33.1% にも上昇した。

この間日本の輸出シェアは

1980 年の 28.3%からピークを

画した 1985 年の 33.6% を経

て、1997 年には 12.3% へと 3

分の 1に低下した。世界の通信

機器市場での両者合計のシェア

は、1980 年の 45.2%に比べて 1997

年の 45.4%とほとんど変わっていな

いので、この間の日本のシェア低下分

を東アジア諸国が奪ったということで

ある（表 5）。東アジア諸国（この場

合 ASEAN を含む）の通信機器の対

日輸出シェアは 1997年の 7.7％から

2000 年には 5.1 ％に低下したが、米

国向けでは 32.0％から 33.7％に上昇

した。この間、両国合計の輸出シェア

は約 39 ％である（注 2）。これは事

務・計算機器輸出でもいえる。

日本のプレゼンス低下の含意

こうした東アジア地域の日米両国を

めぐる輸出での相互依存の相対的変化

100.0100.0100.0100.0100.0100.0全世界
8.99.09.18.25.04.6香港
9.910.510.57.73.84.8シンガポール
4.54.64.54.42.94.5台湾
7.87.47.67.14.02.9韓国
2.02.01.91.40.10.1中国
6.05.95.85.24.34.0英国
3.23.13.03.23.73.4フランス
5.35.25.16.58.79.9ドイツ
12.312.412.923.033.628.3日本
15.415.315.413.911.212.4米国
199719961995199019851980

表 5   通信機器輸出の地域別構成
（単位：％）

（資料）National Science Foundation, Science and
Engineering Indicators 2001より作成

東アジアにおいて低下する日本のプレゼンス
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の過程における日本のシェア低下は、

同地域の両国に対する輸入でもみられ

る。再び I T 関連製品輸入でみよう。

東アジア地域の日米両国からの輸入に

おける機械機器比率はともに 3分の 2

（66 ～ 67%）とほぼ同じである。し

かし機械機器輸入の中で比重を高めて

いる I T 関連製品の割合の変化を

1998 年から 2000 年にかけて比較し

てみると、日米とも比重を高めている

ものの、米国は 6.2%アップであるの

に対し、日本は 3.8%と大幅に下回っ

ている。I T関連製品輸入自体におけ

る両国のシェアは低下している。この

ように輸入品内部構成の変化を伴いつ

つも、東アジア地域の総輸入における

日米両国のシェアは低下しており、し

かも低下がより著しいのは日本のそれ

である。円ドル為替レート調整のあっ

た 1985年を基準に 2000年までの日

米の輸入シェアの低下を比較すると、

米国は 2.5％であるのに対して日本は

7.3%と米国の約 3倍である。これが

日本に後れをとらせるとともに、東ア

ジア地域輸入でのプレゼンスの低下を

もたらすことになる。これに拍車を掛

けているのが東アジア地域自体の域内

貿易比率の上昇である。日本を除く東

アジア地域の域内貿易比率は輸出で

1985 年の 25.6 ％から 2000 年には

3 7 . 3 % へ、輸入では 2 8 . 8 % から

43.1%に高まっている。

日本の対東アジア経済関係は貿易の

みならず直接投資、技術、ODA、サ

ービス貿易など多様にわたる。この中

で最も重要なチャネルである貿易にお

ける日本のプレゼンスの低下は、日本

の東アジア経済関係変化の転換点とな

るであろう。日本は国内の構造改革の

推進はもとより、対東アジア関係でも

新しい関係を模索しなければならない

時期に来たといえよう。そのためにな

すべきことは何か。基本的には、少

子・高齢化に備えて日本経済のダイナ

ミズムを維持しつつ、東アジア諸国の

生活水準の向上を図るデザインの提示

である。この前提として現在進行中の

日本と東アジア地域の構造変化を正確

に認識することである。

（1）青木健『アジア経済持続的成長の途』日
本評論社 2000年第 7章、青木健『アジ
ア太平洋経済圏の生成』中央経済社
1994年。

（2）National Science Foundation, Science and

Engineering Indicators 2001




